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行政改革大綱における推進項目等

推 進 項 目 取 組 項 目 取 組 事 項

Ⅰ 自主自立の青森県づ １ 組織の簡素・効率化 (1) 本庁及び出先機関の見直し

くりを支える行財政基 (2) 漁業取締船及び漁業試験調査船の減船

盤の確立 (3) 警察署・交番・駐在所の統廃合

(4) 各種委員会の見直し

～行財政運営システム (5) 附属機関等の適切な管理運営

の簡素・効率化～ (6) 職制等の見直し

２ 職員数の適正化 (1) 定員適正化

(2) 早期退職制度の導入

３ 職員給与の適正化 (1) 給与制度の見直し

(2) 諸手当等の見直し

４ 事務処理の効率化 (1) 総務事務センター（仮称）の設置

(2) 権限委譲等の推進

(3) 公共工事の検査事務の効率化

(4) 予算執行等の効率化

５ 公共工事コスト等の縮減及 (1) 公共工事コストの縮減

び県有資産の総合的な利活用 (2) 施設の維持管理コストの縮減と県有資
産の総合的な利活用

６ 歳入確保の取組 (1) 地方税財政制度の充実等

(2) 県税

(3) 使用料及び手数料

(4) 財産の処分等

７ 持続可能な財政構造の確立 (1) 財政運営の基本的考え方

に向けた財政運営 (2) 財政改革プランの見直し

(3) 歳出全般の整理・合理化

(4) 普通建設事業費の見直し

Ⅱ 県の役割の見直しに １ 行政サービス提供施設等の (1) 青森県社会福祉研修所の廃止

よる行政サービス提供 再編と運営体制の見直し (2) 県立母子福祉センターの廃止

体制の新たな構築 (3) 県立海洋学院の廃止

(4) 青森県青年の家及び県立下北少年自然
～県行政の役割分担の の家の廃止

抜本的な見直し～ (5) 農業関係教育施設の見直し

(6) 職業能力開発校の再編等

(7) 県立高等学校の再編

(8) 県立さわらび園の運営の効率化

(9) 県立病院の改革

(10)公営企業の見直し
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推 進 項 目 取 組 項 目 取 組 事 項

２ 市町村との連携協働 (1) 市町村への事務権限の移譲

(2) 市町村との共同事業の実施

(3) 市町村との人事交流の推進

３ 民間活力の活用 (1) 民間移譲

(2) 民間委託の推進

(3) 指定管理者制度の導入

(4) 民間資金の活用

(5) 公共的サービスの提供主体の拡大

４ 地方独立行政法人への移行 (1) 試験研究施設

(2) 県立保健大学

５ 公社等の改革 (1) 公社等の統廃合等

(2) 公社等の経営改革

６ 事務事業等の見直し (1) 事務事業の見直し

(2) 各種協議会等への関与の見直し

Ⅲ 県民の目線に立った １ 行政経営システムの確立 (1) 目標管理型のマネジメント

成果重視型の行政経営 (2) ＩＴを活用した行政経営

の推進
２ 県民との情報共有等 (1) 広報広聴機能

～行政の経営革新～ (2) 財政情報の充実と公開

(3) 施策の立案過程への県民参加機能

(4) 県民との協働

(5) 情報公開と個人情報保護

３ 規制の緩和 (1) 規制緩和の推進

(2) 申請、届出等の手続の簡素化

(3) 構造改革特区制度及び地域再生制度の
活用

４ 職員の能力向上と意識改革 (1) 人材の確保

(2) 人材の育成

(3) 人事評価制度の確立

(4) 行政経営革新のための職員提案

(5) コスト意識の徹底

(6) 成果重視意識の徹底
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